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図１　人権デューディリジェンスの実施状況

（出所）ジェトロ主催「人権尊重ガイドライン実装ウェビナー」（10月13日）参加者向けアンケート結果
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（注）有効回答は391件。
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図2　人権デューディリジェンスを実施したきっかけ・理由

（注）①「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」を指す。②有効回答は327件。

（出所）ジェトロ主催「人権尊重ガイドライン実装ウェビナー」（10月13日）参加者向けアンケート結果
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図3　人権を尊重するサプライチェーンを構築する上で課題となっていること

（出所）ジェトロ主催「人権尊重ガイドライン実装ウェビナー」（10月13日）参加者向けアンケート結果
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（注）有効回答は391件。
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